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減価償却基金による生産規模の拡大  

一別府理論によせで－  

瀬 戸 贋 明   

1．別府正十郎氏の結論   

減価償却基金による生産拡大の問題を固定資本の回転の面より論証して：，紋  

別府正十郎氏は次のように結論している○   

一・，「償却基金の再投下による拡張ほ『仮象』や『虚構』ではなく，実体的  

なものである」   

ニ，「この拡大の本体は固定資本の価値回転蔓の増大である」   

三，「この回転の増大は貨幣資本（償却基金）の遊離をなくするという方法  
（1）  

でなされている」。   

さらに別府氏ほ．いわれるo   

「従って，こ．のような方法紅よる回転の増大紅は当然に・限界がある0機械が  

耐用年数の各段階に平均的に．分布された時が，ネ・の最もいきつくした時であり，  
（2）  

拡大はここで止まろのである」。   

以上を図で説明すると欝1図のように・なる0   

例Ⅰでは機械はA，B，C，D，Eの5台，耐用年数は全て5年，機械の価  

格ほ各々100万円である0  

1年目の初め虹100万円を投下して機械Aを購入，同年末にその価値移転分  

20万円が還流，2年目の初めに．100万円を投下して機械Bを購入，同年末に・ほ  

機械Aの価値移転分20万円と機械Bの価値移転分20万円の計40万円が還流する  

（1）『減価償却の理論．』昭和43年，103－4貫。  

（2）上掲巷104頁。   
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楊械はA，B，C，D．Eの5台，耐用年数は全て5年，  

桟械の価柏は各々100方円．  
、†  

（例 Ⅰ）   

1年始2 3 4 5 6 7 8 9 10111213  
A機械  

B J／  

C 〝  

D 〝  

E 〝  

披■下資本100100100100100  
偵却基金  
在囁（期末）  

仰却基金  
再投下絨  

20 60120 200 300 300 300 300 300 300 300 300  

1001001001qOlOOlOOlOOlOO  

（注）黒枠の中の基金でもって阻断機械を調速する。例ⅠⅠも同様。  

（例Ⅰり   

1年始2．3 4 5 6 7 8 9 10111213  

A機械  

B 〝  

C 〝  

D 〝  

E 〝  

払下栗本事0080604020  
20406080100100100100100100100100  

20406080100100100100100100100100  

固転期間  
本幣  

例Ⅰ 500万 100方 100方 200万  5年  
例lI 300万 100方 100万   0   3年   
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ので，減価償却基金在高ほ合計60万l月となる。このようにして機械C，D，E  

が1年づつ遅れて購入され，減価償却基金が積立てられる。そしてノ5年末には  

機械Aのための償却基金荏高が100万円に達し，機械Aは廃棄され，これで6  

年目の初めに新しい機械Aが購入される。   

ところが例Ⅱでは6年目の初めに購入される新しい機械Aのための資金は5  

年末までの機械Aのための償却基金があてられるのではない。5年目1年蘭の  

機械A，B，C，D，Eの価値移転分100万円があてられるのである。   

例Ⅱでほ1年日の末にAの価値移転分20万円が還流しており，こ．れに．新投資  

80万円を加えて釘IOO万円が2年日の初めに機械Bを購入するのに用いられる。  

2年日の末に．Aの価値移転分20万円，Bの価値移転分20万円の計40万円が還流  

しており，これに新投資60万円を加えて計100万円が8年目の初めに機械Cを  

購入するのに用いられる。3年目の末に．はA，B，Cのそれぞれの価値移転分  

の合計60万潤が還流しており，これ紅新投資40万円を加えて100万円で機械D  

を4年目の初めに㌧購入し，4年目の末には機械A，B，C，Dのそれぞれの価  

値移転分の合計80万円が還流しており，これに新投資加万円を加えて100万円  

で機械Eを5年目の初めに．購入し，5年目の末に．は機械A，B，C，D，Eの  

それぞれの価値移転分の合計100万円で6年目の初めに－5年冒の末に耐用年  

数がきて廃棄された一機械Aを買入れ更新する。以後毎年廃棄される機械の更  

新に．は．仝機械の1年分の減価償却基金があてられる0   

例Ⅰと例Ⅱを比較して一得られる結論は，投下資本額に関してほ例Ⅰでは500  

万円，例Ⅱでぬ．300万円，年々の価値流通鼠（新機械の購入のため軋用いられる  

貨幣鼠）ほⅠ，Ⅱのいずれも100万円，年々の現物補填額もⅠ，Ⅱのいずれも  

100万円，遊離貨幣額は第5年以降例Ⅰでほ200万円だが例Ⅱでは零，価値回転  

く3） 期間は例Ⅰが5年，例Ⅱが3年。以上を要約すれば減価償却基金の貨幣形態で  
の遊離をなくすることに．よって500万円の資本投下を要する機械設備すなわち  

生産規模は300万円で維持することができたのである0つまり例Ⅱでは資本は  

（3）投下資本量÷年々の価値流通二鼠で静出。   
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例Ⅰに比べ，1．66倍だけ効率がよいのである。減価償却基金の即時再投下によ  

る固定設備の増大というとき，現実の企業では．営業期末－そして別府論文払お  

いても，マルクス・エンゲルス，ロー・マン・ルプチ紅おいても1年の終り－一に」そ  

の営業期間中紅流動資本の還流と同時に回収された減価償却基金を新設備の購  

入，あるいほ廃棄設備の更新に．あてること紅注目したい。しかし現実には営業  

の途中で還流した固定設備の価値移転分は直ちに営業の何らかの用途に使用さ  

れているはすである。その主な用途として考えられるものは原材料，労働力の  

購入である。この鹿材料，労働力は流動資本として一・括することができる。固  

定設備の価値移転分がこの流動資本に．投下されるばあいの条件は，営業期末に 

再び企業に貨幣の形で還流しているということ・である。何故なら営業期末には  

この還流した資本は新規固定設備の購入，あるいは廃棄設備の更新に用いられ  

なけれは生産能力の維持ができないからである。別府氏の設例における5台の  

機械に．よる生産が不可能に．なるからである。  

2．流動資本の回転と固定設備の価値移転分の還流  

固定設簡の価値移転分は流動資本の還流時紅同時に．還流する。流動資本の回  

転期間は．生産期間と流通期間からなる○生産期間を一・定とするとき，流通期間  

の長短によって固定資本の価値移転分の還流に．影響があるか？   

流動資本の還流を各営業期間末に一・挙に還流する場合と，営業期間中に．除々  

に少しづつ偏りなく分布して還流する場合を考察する。  

a 還流が営業期間全体に．偏りなく分布している場合。   

二つの例紅ついて考える。第1の例は生産期間1週間，流通期間3週間，す  

なわち流動資本の回転期間4週間，今1つの例は．生産期間1週間，流通期間1  

週間，すなわち回転期間2週間（第2図の例Ⅰ，Ⅱ）占いずれも1生産過程に  

100万円投下，生産物が1週間で完成して流通過程紅入ると，生産過程を継続  

させるために追加資本が投下される。追加投下資本は第1例が流通期間3週間  

分800万円，第2例が100万円。利潤の還流は考えない。   

第1の例では，還流する100万円が各期末に一・挙に還流せず，徐々に少しづ   
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っ還流するのであるから，ある一時点をとれは，豊万円（ここで搾は小期間の  

数）が還流する。しかし欝4期末からは豊×3万円が一億に還流する（特別な  

場合として，〝＝3をとれば，一度に還流つまり一期間の還流は100万円。〝＝  

6とすれば半期の還流は．100／2万円）。  
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例ⅠトHとも，流動資本の回転紬郡壬生盛期聞のみとし，挽適期聞は笥。  

那例で順々に少しずつ還流する資本は，ある一席点をとれば豊万円  
が還流する点は第1例と同じである（特別な場合として形＝1をとれば，→皮  

に還流つまり1期間の還流は100万円。ガ＝2とすれば，半期の還流は100／2万円  

であるが，これは第1例に・同じ）。   
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上の二つの例からいえることはある同一ハの期間をとれば，流動資本の流通期  

間の長さにかかわらず，等しい鼠の流動資本，したがって固定設備の等しい価  

値移転巌が還流するということである。ただし流動資本の投下鼠は第1例は欝  

2例の2倍を要する。  

b 弼適期間の終りに・一挙に・還流する場合。   

上の二つの例のうち第1の例では回転期間4週間なので，投下流動資本ほ4  

週間たたなければ還流しないのに対し，第2例でほ2週間で還流する。   

しかし，第1の例では第4期末から，第2例でほ算2期末から，各期末に  

10p万円という等しい嵐の流動資本が還流する。したがって固定設備の価値移  

転分も二つの例のどちら軋も等しい鼠が各期末紅還流するo   

a，bから導き出される結論。生産期間を一億として，流通期蘭の長さが異  

なる二つの場合において，一・定時点で還流する，あるいは同一期間内に還流す  

る流動資本の盟は等しいので，固定設備の価値移転分の還流屋も，⊥雇時点あ  

るいは同一期間をとれ吼 等しい0   

5．減価償却基金の生産規模拡大効果  

生産規模という概念は，一・方に．固定設備，他方に．原材料，労働力すなわち固  

定資本と流動資本の両者を統一・したもゐであろうが，ここでは原材料，労働力  

について用いるものとし，固定設備を含めない。何故なら減価償却基金に去る  

固定設備への投下資本晶の節約ほ別府氏紅よってすでに解明されたところであ  

り，こ．こでほ前提とされているからである0   

固定設備の価値移転分は流動資本とともに還流する。この還流は流動資本の  

回転期間の成分である生産期間と流通期間蔽っいて，生産期間一／定として，流  

通期間の長さが変動しても，この変動には影響されない。   

固定設備の価値移転分は営業期間の全体に．わたって徐々に．少しずつ還流する  

とするのが実際の取引状態をよりよく反映するであろう。徐々に．少しずつ 

する価値移転分は．営業期末に決静処理の結果，別府図解に．みるように．固定設備  

の更新濫用いられる。しかしそれまで蓄蔵されているわけではないであろう。   
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それは流動資本として原材料や労働力の購入に用いられるのがもっとも－・般  

的であろう。   

固定設備の価値移転分ほ．営業期末に周定設備の更新のため紅用いられるまで  

流動資本として働く。このことは生産規模の拡大をもたらす。すなわち剰余価  

値の蓄積湛．よらざる拡大再生産を実現する。こ．のような剰余価値の蓄積檻よら  

ざる生産規模の拡大は．第1に固定設備の還流した価値移転分が流動資本として  

働くに至るまでの時間紅依存し，第2に流動資本の回転期間に一正確に・ほ，生  

産期間を一・定として，流通期間の長さに一俵存する。、以下このこ点について・一考  

察する。  

例Ⅰ  

期間 1   2  3  4  5  6  ア   8  9   叩   ユ1  

生鹿期間碓適期1！jj生産期川1】流通期I2け   
L芯石訂こ…一㌫て㌫右i：；…‾ブ芯箭下‾■‾…遠諒芯；嘉一；‾‥‾■フ  

」‾ 二∴…：’∴一ー‾‾… 
「「‖－…ミ‖二‖－‾‖－‾‖ 、：－，  

■‾‾1■‾－ 

完ホ…う㌫■■蒜；ち…■■■■∵ニ㌔蒜訂く丁蒜；㌫品一‘‾フ  

L蒜言古七こ‾‾‘‘‘㌫■蒜蒜…プ芯茄下・血㌫蒜蒜‥■フ  

例Il  

生産期間 諜古池期間 珪脚11罷j 訝己適期間   

‾‾  十－…十．・…j；「‾‾し√「二；  

「－‾T」二二．‥1‾丁：－‾‾j；二て－‾二’  

例Ⅰ  例1I  

ll．投下流動資本 400方円  200万円   

2同一期間の還流額  等しい   

まず第1点，固定設備の還流した価値移転分が流動資本として働くまでの時  

間に．依存すること。別府図解の例Ⅱの第6年以降ほ年々の減価償却基金期末在   
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高でちょうど機械の更新がまかなわれる。価値移転額ほ年100万円であるから，  

例えば3ケ月には25万円の還流がある。この25万円をただち紅－ということは  

3ケ月ごとにの意味であるが一流動資本として再投下し，年末に．は機械の東新  

にふり向けることとすれほどの程度生産規模を拡大しうるか，このように問題  

をたてる。   

図3の例Ⅰでは流動資本の回転期間は生産期間3ケ月，流通期間零とし，機  

械の還流した価値移転分は3ケ月毎に流動資本に投下されることが前提となっ  

ている。例Ⅱでは機械の還流した価値移転分は2ケ月毎に流動資本として投下  

されると前提される以外ほ例Ⅰと同じである。   

まず例Ⅰについてみると，6年目の最初の3ケ月を経過すると25万円の磯城  

の価値の移転分が還流しているので，とれを流動資本として再投下する。流動  

資本の回転期間は，流通期間が零なので生産期間と同じ3ケ月であるから，6  

月の終りにこの25万円が還流し，直ちに流動資本として再投下され，9月の終  

りまでに還流し，こ．れは直ちに流動資本として再投下され，12月の終りまでに 

還流する。この還流した25万円は今度ほ他の減価償却基金とともに．100万円の  

機械の更新に．用いられる。さて．L，4月初めから6月宋までに機械の価値移転分  

25万円が還流しており，これを7月初めに流動資本として再投下する。この再  

投下された25万円は9月末まで紅還流し，こ．れほ直ちに流動資本として再投  

下され12月末に．還流する。ここで還流したこの25万円は今度は100万円の機械  

の更新に用いられる。さらに9月末に．還流した機械の価値移転分は10月初め紅  

流動資本として一再投下され，12月に．還流する。ここで還流したこの25万円は今  

度ほ他の減価償却基金とともに100万円の機械の更新紅用いられる。最後把．12  

月末に機械の価値移転分25万円が還流し，他のそれまで流動資本として働いて  

来た75万円とともに100万円の機械の更新に用いられる。7年目も同様のこと  

が同様の規模でくり返される○かくして生産規模は1年を365日とすると平均  

して37．05万円の拡大である。   

ところが例Ⅱでは機械の還流した価値移転分は，2ケ月に一度100／6万円が  

流動資本としで投下され，その結果，生産規模は年平均で約41．73万円の拡大   
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である。   

実際界でほ生産の規模は年間を通じて大体－・定して∴おり，我々の図解とは異  

なるということは車の本質を何等変化させない。何故なら，実際界では年間叫 

定した生産規模を維持するために銀行より欝金の借入れが行なわれ，還流した  

価値移転分の流動資本としての投下ほ借入元本及び利子の返済という形に変換  

されるにすぎないからである。   

したがって減価償却基金を固定資本として機能させる前に流動資本として機  

能させることによって生産規模を拡大しようとする場合，生産期間の拡大の程  

度ね．機械の価値移転分が還流してから流動資本として働くまでの時間紅依存す  

るのであって，流動資本の回転期間にほ一生産期間を－・定として，流通期間ゐ  

長さの変化軋は一・依存しない。   

次に．第2点，流動資本の回転期間に一正確にいえば生産期問を－・定として流  

通期間の長さに．一依存すること。   

回転期間は生産期間と流通期間とからなる。今度は流通期間が零ではない。  

固定資本の回転に．ついてほやほり例を別府図解の例Ⅱにとる。流動資本の回転  

期間は12ケ月（生産期間3ケ月，流通期間9ケ月）とする（第4図）。機械の  

還流した価値移転分は8ケ月毎に／流動資本として働かせられる。   

やは．り別府図解の例Ⅱの6年目からはじまる。6年目の最初の8ケ月がたつ  

とそれまで還流していた機威の価値移転分の25万円が付加された生産規模のた  

めの原材料，労働力の購入のために．投下される。この投下された25万円は3ケ  

月の生産期間を経て流通過程に入り込み，6年目の9月末，12月末，7年目の  

8月末に．それぞれ25／8万円ずつ還流する（正しノくほ，6年目の7月初めから7  

年目の3月末までの9ケ月間に分布して還流するのであるが，表現の便宜上，  

「’までに．」でなく「に．」とする 

した機械の価値移転分は再び25万円となっている。この25万円は7月初めから  

9月末までの相加された規模の生産過程のために」京材料，労働力の購入に投下  

される。こ．▲の投下された25万円は3ケ月の後流通過程紅入り込み，6年目末，  

7年目の3月末，6月組それぞれ・万円が還流する。6年日の7月初めか   
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ら9月未までに機械の価値移転分が25万円還流する。この25万円ほ10月初めか  

ら12月末までの付加された規模の生産過程のために原材料，労働力の購入虹技  

下され，7年目の8月末，6月末，9月知・それぞれ号万円が貨幣の形で還  

流する。6年目の10月初めから12月末までの機械の価値移転分25万円は原材料，  

労働力の購入には投下されない。この25万円は－・時的に原材料，労働力の購入  

での万  に．投下されて12月末までにすでに．還流している25万円叫げ－9月末ま  

円，10月初めから朋末まで一万円の合計額－－ととも紅機械東新のために 

追加投資50万円とともに投下される。ここで追加投下しなければならない資本  

額紅ついてみると機械更新のための上記50万円の他に，7年目の最初の8ケ月  

の生産過程のための原材料，労働力のための25万円が必要とされるので，結局  

75万円の追加投資が必要である。他方付加された生産規模すなわち生産規模拡  

大のための要追加投下額は100万円一生産期間3ケ月，流通期間9ケ月，3  

ケ月に25万円なので，12ケ月で100万円－である0 したがって追加投下した75  

＝1・3昭0   
万円は．100万円の働きをすることに．なる。  

7年日の最初の3ケ月に付加された生産過程のために追加投下された25万円  

の流動資本は6月末，9月末，膵月末紅それぞれ登っ洞が還流する。7年日  
の4月初めから6月末までの付加された規模の生産過程のための原材料，労働  

力の購入に資する資本ほ3月末までに・還流して小る流動資本一万円と還流し  

（25＋）  ている機械の価値移転分25万円の計  万円でまかなわれる。したが  

（25十）  って生産過程の付加規模（あるいは拡大規模）ほ25万円ではなく，  

万円である。この（25十）万円はそのが9月末に・，別のが朋末  

把・，最後のは8年目の最初の3ケ月間に還流する0   

7年目の7月初めから9月末までの生産過程のための原材料，労働力の購入  

には7年目の初めから6月末まで紅還流の流動資本葦万円と4月初めから6  

月末までの機械の価値移転分25万円があ1・細る。そしてこの（25十）万  

円は12月末，8年目の3月未明末にそれぞれ÷が還流する。10月初めから1明   
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末までの生産過程のための原材料，労働力の購入には4月初めから9月末までの  

流動資本の還流分のうちの方円と7月初めから9月末までの機械の価値移  

（25＋う  万円は8年目の3月末，6   転分25万円があてられる。そしてこの  

月末9月末にそれぞれキが還流する。8年日の鼓初の3ケ月の生産過程のた   

めの原材料，労働力の購入に・は7年目の6月末還流分のうちの薫円，9月   

末還流分のうちの号万円，12月末還流分のうちの一加の計25万円があて   

られ，不足の葦万円は湖口投資される0そしてこ・の（25」一♀）万円ほ8年   

目の6月末，9月末，ほ月末砿ずつ還流する0  

7年目末の機械更新のための資金100万円についてみれは，うち66．6万円は 

還流資本（機械の価値移転分25万円，流動資本41・6万円）があてられ，不足   

の33．3万円は追加資本が投下される。したがって追加投資額ほ．固定資本への   

33．3万円と流動資本への16．6万円の計50万円である。こ・れに対し生産規模拡   

大のための要追加投下額ほ髄朋円（1生産期間に・♀万札1資本回転期間   

は4生産期問からなるめで葦×4＝66・6万円）なので，追加投下した50万円   

は66．6万円の働きをしたこ・とに・なる0一；1・33倍0  

8年目の4月初めより6月末までの生産過程甲ための原材料，労働力の購入   

に．は3月未払還流した流動資本（一・十×－）万円と機械価値の移転分   

25万円の計（25＋十×）万円があてられる0したがって生産規痍   

は草月未までの（早5＋）万円よりも×だけ大きくなった。なお7   

年目の4月初めからの生産規模鯛年8月末までの2師円から（2占×）万   

円だけ大きぐなっている。このことは毎年4月よりの生産規模は前年同期の増   

分の÷だけ増大することを意味する0そしてこ・のことほ要追加投下額が前年  

｝ 同期の増分のj－だけ増大することを意味する0他方実際の投欄－（これ   

は要投下忽を分子とするとき 

÷だ桝鰍する。したがって実欧投下した資本が何倍に・働くかという意味   
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での効率は一・定であり，この例では常紅1．83倍である。  

したがって8年末の要投下頗は∵－1生産期間が一一×－－㌻＝11・1方円なの  

で∬11・4×4＝44・4万円，実際投下雛50×－＝83・折円となる0   

以上の考察から，流通期間が雰でない場合について以下のことがいえるであ  

ろう。流通期間が零でないかぎり，機械の更新のために．追加資本を必要とす  

るが，営業の途中で還流した減価償却基金を営業の期末まで遊離させないで，  

直ちに屑二投下しているのであるから，たとえそ・れが流動資本への投下であろう  

とも，投下資本の価値回転窟を増加させる。第6年末で生産規模拡大のためあ  

実際の追加投資額ほ75万円，要投下額ほ100万円，したがって実際に追加投下  

された資本は1．83僧の働きをし，第7年未では生産規模拡大のために・実際に・追  

加投下された資本額は．50万円，要追加投下額は66．6万円で1．38倍，第8年未で  

ほ生産規模拡大のために実際に投下された資本額ほ33．3万一円，要追加投下額は  

44．4万円で1．33倍である。   

しかし生産規模の拡大テンポは漸減し，生産規模の増大傾向ほ均衡値に・向う  

ことが分る。   

図3の例Ⅰと図4を比較していえることは，還流した資本が生産過程に流動  

資本として再投下されるまでの時間が等しいとしても，図aの例Ⅰに比べ図4  

では・÷の資本が同時に同一・の生産期間に価値増枇従事するに・すぎず，残り 

のはこのが流通過程乾入ったときにその生産過程を継続するため紅と  

っておかねばならない。付加された生産規模に・関していえば，図4の生産規模  

は図3の例Ⅰのにすぎない0この意味で生産規模の拡大の程度は流動資本  

の回転期間に．依存する。   

在庫期間は流通期間と同じ意味を資本投下の大いさ紅対してもつ。すなわち  

在庫期間が長くなると流動資本の回転期間ほそれだけ長くなる。流動資本の回  

転期間が長くなればそれだけ所要投下流動資本盈は増大する。ここでいう在庫  

期間とは原材料，仕掛品，完成品のすぺてを含む。  

（1969．2．8）   
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